


マイナンバーカード
の信頼回復

マイナンバーはデジタル社会の基盤であり、
カードの普及・活用には県民の皆さまの信頼
が不可欠。
県民の皆さまへの信頼回復への取組みとは。

●国は総点検の方針を示し、県と市町村に
11月末までの調査完了を要請。
マイナンバー情報総点検体制を構築し、全庁
的な体制で点検に取組んでいる。
信頼回復には再発防止不可欠。国に人為的ミ
スを防ぐシステム構築を求め、市町村と連携
し、適正な事務執行に努める。

不登校増加対策
（特例校の設置）

再エネ推進における
現状と課題

不登校児童生徒は、減少傾向には至ってい
ないのが現状。特例校の設置準備につい
ての考え。
フリースクール代表の方々を準備段階から
参画を依頼される考えはどうか。

●全国にある全14校の公立不登校特例校
は、全て市区町村教育委員会の設置となって
おり、県教育委員会では、まず市町村に設置
することができないかと考えている。
●不登校特例校の設置に向けて、情報収集と
市町村教育委員会への情報提供を行う。
●市町村教育委員会が設置する場合には、
必要に応じてＮＰＯやフリースクール代表者
等の意見も伺いながら支援していく。

（１）昼夜間及び季節間格差の解消を
　 目的とした揚水発電の導入
（２）国の方針に基づいた水素の利活用

●揚水発電の維持と機能強化のため、設備
投資等への支援や開発に向けた研究を進め
ている。既存の揚水発電事業が長期的に役
割を安定して果たせるよう国と連携する。
●水素の利活用では、商用車の導入拡大を
図っており、九州地方知事会を通して国へ規
制緩和等の要望を実施。供給面では、県内に
おいて、企業による地熱を活用した水素製造
に関する調査や、水素を製造する水電解装置
の導入検討が進められている。

県営住宅の
管理

有機フッ素化合物
（ＰＦＯＳ・ＰＦＯＡ）に関する
県の対応

●浄水設備における活性炭の活用は、
有機フッ素化合物の除去の方法として有効。
●水道水の利用を呼びかけ、井戸等への浄水
設備の設置を促したりするなど、市町村等が
住民に対して最適な対策をとることができる
よう、国等の情報も活用しながら支援して
参る。

（１）安心・安全な住環境確保に
　  向けた取組み
（２）入居者の高齢化等に伴う
　  自治会活動等の負担軽減

●令和２年度に住宅マスタープランを改定
し、着実に整備が進んでいる。
●定期募集に加え常時募集やインターネット
受付を新たに開始。令和５年度からは、６０歳
未満の単身の方でも入居できるよう一部団
地で入居要件の緩和を実施。
●県営住宅の自治会活動等の負担軽減に向
けた取組みを積極的に進めて参る。

PFOS・PFOAについて、現行で有効な対策と
して活性炭によるフィルターで一定の除去が
可能ではないかとの見解が出ている。影響が
危惧される地域に対し、上水道への移行に加
え、移行が困難なケースに対しては活性炭の
活用を検討してみてはどうか。
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